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(b) 柱梁接合部 (a) 被災した建物の全景 
写真１-1 接合部軸崩壊の被害（楠原氏 撮影）[6] 
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表 2-1 接合部軸崩壊の予想発生因子 
柱主筋量・強度 コンクリート圧縮強度 梁主筋量・強度 
接合部横補強筋量・強度 コンクリートのかぶり厚さ 柱軸力 
















接合部曲げ降伏破壊及びその後の軸崩壊に与える影響を把握する。試験体 F4 は他の試験体の 2
倍の接合部補強比とした。 
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2.1.2 試験体の諸元および配筋図 
 表 2-2 に試験体諸元と各種耐力の算定結果を示す。図 2-2～2-4 に試験体配筋図、図 2-5 に柱梁
断面図、図 2-6 に接合部詳細図を示す。本研究では立体隅柱梁部分架構試験体 3 体および比較用
の平面ト形試験体１体を作成した。実験変数は試験体形状，柱軸力および接合部補強筋量である。
柱断面寸法 (310×310mm)，梁幅 (250mm)，梁せい (400mm）は全試験体で共通であり，平面
試験体 F1 は立体試験体 F2 の東西方向と共通の配筋である。梁は全ての試験体で同一で、4-D19
（SD345）を上下等量配筋とした。梁主筋は接合部内に機械式定着し，定着長さは柱せいの 0.84
倍の 260mm で、既往実験[8][9]と同等とした。接合部横補強筋は試験体 F1, F2, F3 では 2-D6
（SD345）を 75mm 間隔で 3 組配置し、接合部横補強筋比は 0.27%である。これは既往実験[8][9]
と同じく、学会指針[1]が定める最低鉄筋量とほぼ等しい。試験体 F4 では 2-D10（SD295A）を
75mm 間隔で 3 組配置し、接合部横補強筋比は 0.27%である。これは既往実験[8][9]と同じく、学
会指針[1]が定める最低鉄筋量とほぼ等しい。梁主筋引張力に対する接合部横補強筋引張力で定義
される接合部補強比は F1，F2，F3 の 17%に対し，F4 のみ 34％とした。試験体の配筋は、鉄筋
コンクリート造配筋指針・同解説[17]を参考にした。 
試験体 F1，F2，F4 は中層建物の低層部，F3 試験体は中層建物の中層部を想定し，それぞれの
長期軸力比は 0.07 および 0.04 とした。軸力は試験体 F1，F2，F4 では梁せん断力に比例させ，
試験体 F3 では層間変位に比例させた。F3 は梁せん断力の耐力低下に伴い軸力が低下しない場合
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表 2-2 試験体諸元および 
 












軸力 33 [kN] 154 [kN] 0 [kN] 130 [kN]
軸力比 0.01 0.02 0 0.02
軸力
軸力比
軸力 -66 [kN] -63 [kN] -216 [kN] -86 [kN]
軸力比 -0.08 -0.07 -0.25 -0.10
1.66~2.65 1.15~3.13 0.97~3.13 1.12~3.13
1方向入力
2方向入力
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(c) 上面図 
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(a) 南･西面図(試験体 F2,F3) 
 
(b) 上面図 
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写真 2-1 接合部の配筋状況 写真 2-2 プレートナット施工状況 
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第 1 サイクルは、 
原点⇒地点 A(西方向)⇒地点 B(南西方向)⇒地点 C(南方向)⇒地点 D(南東方向)⇒地点 E(東方向)⇒
地点 F(北東方向)⇒地点 G(北方向)⇒地点 H(北西方向)⇒地点 I(西方向)⇒原点 となる。 
第 2 サイクルは、 
原点⇒地点 J(東方向)⇒地点 K(南東方向)⇒地点 L(南方向)⇒地点 M(南西方向)⇒地点 N(西方向)⇒
地点 O(北西方向)⇒地点 P(北方向)⇒地点 Q(北東方向)⇒地点 R(東方向)⇒原点 となる。 
 
すなわち、原点から西方向に所定の変位を与え（地点 A），その変位を保ちつつ南方向に変位を
与え（地点 B），以降左回りに地点 C から地点 I へ 1 周し原点へと戻る。第 2 サイクルは原点か
ら東方向に加力し（地点 J），右回りに 1 周する。水平 2 方向加力時の層間変位は 1 方向加力時に
対して√2 倍となる。柱に一定圧縮軸力（軸力比 0.04）を導入、柱頭に水平力を載荷した。層間
変形角（柱頭水平変位を柱の支持点間距離 2400mm で除した値）0.25%、0.5%、1.0%、1.5%、
2.0%、3.0%および 4.0%をそれぞれ載荷した。層間変形角 0.25%のみ第 1 サイクル、その他の層






(a) 加力第 1 サイクル (b) 加力第 2 サイクル 
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(3) 軸力導入計画 













図 2-9 軸力の変動ルール 
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平力および鉛直力を測定した。表 2-3 に各ロードセルの一覧を示す。 
 











東梁せん断力 ①TCLP-30KNB(ACT130018) 300 kN
北梁せん断力 ②TCLP-30KNB(ACT130019) 300 kN
柱頭鉛直力 LU-100TSD46 100 tf
柱頭水平力（東西） LUR-B-1MNSA1 1000 kN
柱頭水平力（南北） LUR-B-1MNSA1 1000 kN
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変位計番号 測定箇所 測定装置型名 容量（mm） 分解能（mm）
1 東西層間変位 IL-600 400 0.008
2 南北層間変位 IL-600 400 0.008
3 東西変位計 SDP300 300 0.03
4 南北変位計 SDP300 300 0.03
5 東梁たわみ CDP-100 100 0.01
6 東西柱頭たわみ上 CDP-50 50 0.005
7 東西柱頭たわみ下 CDP-50 50 0.005
8 東西柱脚たわみ CDP-100 100 0.01
9 東梁上100変位 CDP-25 25 0.002
10 東梁上200変位 CDP-25 25 0.002
11 東梁上400変位 CDP-25 25 0.002
12 東梁下100変位 CDP-25 25 0.002
13 東梁下200変位 CDP-25 25 0.002
14 東梁下400変位 CDP-25 25 0.002
15 北面-東梁-接合部変位上 CDP-25 25 0.002
16 北面-東梁-接合部変位下 CDP-25 25 0.002
17 北面-上柱-接合部変位東 CDP-25 25 0.002
18 北面-上柱-接合部変位西 CDP-25 25 0.002
19 北面-下柱-接合部変位東 CDP-25 25 0.002
20 北面-下柱-接合部変位西 CDP-25 25 0.002
21 北面-東梁-上柱水平変位上 CDP-50 50 0.005
22 北面-東梁-上柱水平変位下 CDP-50 50 0.005
23 北面-東梁-下柱鉛直変位東 CDP-50 50 0.005
24 北面-東梁-下柱鉛直変位西 CDP-50 50 0.005
25 北面-東梁-上柱鉛直変位 CDP-25 25 0.002
26 北面-東梁-下柱水平変位 CDP-25 25 0.002
27 接合部上端東梁主筋定着端すべり CDP-10 10 0.001
28 接合部下端東梁主筋定着端すべり CDP-10 10 0.001
29 北面北東方向接合部軸変位 CDP-25 25 0.002
30 南面南東方向接合部軸変位 CDP-25 25 0.002
31 西面北西方向接合部軸変位 CDP-25 25 0.002
32 西面南西方向接合部軸変位 CDP-25 25 0.002
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変位計番号 測定箇所（備考） 測定装置型名 容量（mm） 分解能（mm）
1 東西層間変位 IL-600 400 0.008
2 南北層間変位 IL-600 400 0.008
3 東西変位計 SDP300 300 0.03
4 南北変位計 SDP300 300 0.03
5 東梁たわみ CDP-100 100 0.01
6 東西柱頭たわみ上 CDP-50 50 0.005
7 東西柱頭たわみ下 CDP-50 50 0.005
8 東西柱脚たわみ（F2のみCDP100） CDP-50 50 0.005
9 東梁上100変位 CDP-25 25 0.002
10 東梁上200変位 CDP-25 25 0.002
11 東梁上400変位 CDP-25 25 0.002
12 東梁下100変位 CDP-25 25 0.002
13 東梁下200変位 CDP-25 25 0.002
14 東梁下400変位 CDP-25 25 0.002
15 北面-東梁-接合部変位上 CDP-25 25 0.002
16 北面-東梁-接合部変位下 CDP-25 25 0.002
17 北面-上柱-接合部変位東 CDP-25 25 0.002
18 北面-上柱-接合部変位西 CDP-25 25 0.002
19 北面-下柱-接合部変位東 CDP-25 25 0.002
20 北面-下柱-接合部変位西 CDP-25 25 0.002
21 南面-東梁-上柱水平変位上 CDP-50 50 0.005
22 南面-東梁-上柱水平変位下 CDP-50 50 0.005
23 南面-東梁-下柱鉛直変位東 CDP-50 50 0.005
24 南面-東梁-下柱鉛直変位西 CDP-50 50 0.005
25 南面-東梁-上柱鉛直変位 CDP-25 25 0.002
26 南面-東梁-下柱水平変位 CDP-25 25 0.002
27 南面-東梁-接合部変位上 CDP-25 25 0.002
28 南面-東梁-接合部変位下 CDP-25 25 0.002
29 南面-上柱-接合部変位東 CDP-25 25 0.002
30 南面-上柱-接合部変位西 CDP-25 25 0.002
31 南面-下柱-接合部変位東 CDP-25 25 0.002
32 南面-下柱-接合部変位西 CDP-25 25 0.002
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変位計番号 測定箇所（備考） 測定装置型名 容量（mm） 分解能（mm）
33 接合部上端東梁主筋定着端すべり CDP-10 10 0.001
34 接合部下端東梁主筋定着端すべり CDP-10 10 0.001
35 北梁たわみ CDP-100 100 0.01
36 南北柱頭たわみ上 CDP-50 50 0.005
37 南北柱頭たわみ下 CDP-50 50 0.005
38 南北柱脚たわみ（F2のみCDP100） CDP-50 50 0.005
39 北梁上100変位 CDP-25 25 0.002
40 北梁上200変位 CDP-25 25 0.002
41 北梁上400変位 CDP-25 25 0.002
42 北梁下100変位 CDP-25 25 0.002
43 北梁下200変位 CDP-25 25 0.002
44 北梁下400変位 CDP-25 25 0.002
45 西面-北梁-接合部変位上 CDP-25 25 0.002
46 西面-北梁-接合部変位下 CDP-25 25 0.002
47 西面-上柱-接合部変位北 CDP-25 25 0.002
48 西面-上柱-接合部変位南 CDP-25 25 0.002
49 西面-下柱-接合部変位北 CDP-25 25 0.002
50 西面-下柱-接合部変位南 CDP-25 25 0.002
51 北梁-下柱水平変位上 CDP-50 50 0.005
52 北梁-下柱水平変位下 CDP-50 50 0.005
53 北梁-上柱鉛直変位北 CDP-50 50 0.005
54 北梁-上柱鉛直変位南 CDP-50 50 0.005
55 北梁-下柱鉛直変位 CDP-25 25 0.002
56 北梁-上柱水平変位 CDP-25 25 0.002
57 接合部上端北梁主筋定着端すべり CDP-10 10 0.001
58 接合部下端北梁主筋定着端すべり CDP-10 10 0.001
59 北梁-東梁変位（F2のみCDP25） CDP-50 50 0.005
60 北面北東方向接合部軸変位 CDP-25 25 0.002
61 南面南東方向接合部軸変位 CDP-25 25 0.002
62 西面北西方向接合部軸変位 CDP-25 25 0.002
63 西面南西方向接合部軸変位 CDP-25 25 0.002
64 鉛直ジャッキ軸変位（F3F4のみ設置） SDP100 100 0.02
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図 2-11 変位計アングル取付図（立体試験体） 
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(3) ひずみゲージ 






  東京測器製：FLA-3-11-5LT(ゲージ長 3mm、コード長 5m) 
□接合部横補強筋 
  東京測器製：FLK-2-11-5LT(ゲージ長 2mm、コード長 5m) 
□コンクリート 
  東京測器製：PL-60-11-5LT(ゲージ長 60mm、コード長 5m) 
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 ひび割れ幅の測定は、加力第 1 サイクルの各地点および加力第 2 サイクルの地点 J にて行った。
測定に使用した器具については、基本的にはデジタルマイクロスコープ（VHX-2000、キーエンス
社製）を使用し、デジタルマイクロスコープでは測れない部分についてはクラックスケールまた
は金尺を使用した。図 2-15 にひび割れ測定箇所を示す。 
図 2-16 に載荷経路と各地点における作業およびひび割れの色を示す。 
 
図 2-15 ひび割れ幅計測箇所 
 
図 2-16 載荷経路と各地点の作業およびひび割れの色 
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2.3 材料特性 
2.3.1 コンクリートの材料特性 
 表 2-6 にコンクリートの配合設計条件を示す。打設には呼び強度が 40[N/mm2]で、早強ポルト
ランドセメントを使用したコンクリートを用いた。 
 コンクリートの打設は、2019 年 3 月 6 日にアシス株式会社にて行った。その際のコンクリート
受け入れ検査記録を写真 2-4 に示す。 
表 2-6 コンクリートの配合条件 
 
 
写真 2-4 コンクリート受け入れ検査記録 
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a)供試体の直径 d の計測 




直交する 2 方向を測定し、計 6 カ所の平均をとりその値を直径 d とする。なお、値は JIS に則
って四捨五入を行い小数第一位に丸める。 
 
b)供試体の高さ H の計測 
JIS A 1132：(ⅰ)供試体は直径の 2 倍の高さをもつ円柱形とする。 
(ⅱ)供試体の寸法の許容差は、直径で 0.5％、高さで 5％以内とする。 
と記載されているため、JIS に則って 2 ヵ所の計測をする。 
 
c)重量 m の計測 
供試体の重量は、計測器を用いて計測した値を用いる。 
 
d)断面積 A の算出 
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 a)で求めた直径 d を用いて、以下のように算出する。 








JIS A 1108 に示されているように、以下の式を用いて算出する。なお、四捨五入を行い有効数
字 3 桁に丸める。 









f)最大荷重 P の測定 







JIS A 1108 に則って、以下の式を用いて算出する。なお、四捨五入を行い有効数字 3 桁に丸め
る。また、このとき用いる最大荷重 P は通常は試験機の読取値であるが、今回はロードセルの
値の方がやや大きく、ロードセルには信用できる成績書があるため計測値を採用した。 
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Visual LOG を用いて計測された最大荷重時のひずみの値を最大荷重時ひずみεとする。こ





i)割線剛性 Ec の算出 
 JIS A 1149 に則って、最大荷重の 1/3 に相当する応力と供試体の縦ひずみ 50μの時の応力と
を結ぶ線分の傾きを割線剛性 Ec とする。しかし、h)と同様にそれぞれの応力状態の瞬間を計測
するのは難しいため、図 2 のように各応力状態の時の前後で計測されたデータを直線で結び、







a)長さ L の測定 
 JIS A 1113 に則って、供試体の割れた面における長さを 2 ヵ所以上で 0.1mm まで計測し、
その平均値を供試体の長さとし、四捨五入を行い有効数字 4 桁に丸める。 
 
b)最大荷重 P の測定 
JIS A 1113：試験機に示された最大荷重を、有効数字 3 桁まで読み取る。 
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 JIS A 1113 に則って、引張強度は以下の式を用いて算出する。なお、四捨五入を行い有効数
字 3 桁に丸める。 
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(1) 圧縮試験結果 
・材齢 62 日(試験体 F1 載荷前) 
表 2-7(a) コンクリート圧縮試験結果（材齢 62 日） 
 
図 2-17(a) 応力度-ひずみ関係（材齢 62 日） 
・材齢 93 日(試験体 F1 載荷後、試験体 F2 載荷前) 
表 2-7(b) コンクリート圧縮試験結果（材齢 93 日） 
 











































No1 100.1 202.0 3620 7866 2.28 521.0 528.6 528.6 67.2 2595 34.8
No3 100.0 200.7 3597 7848 2.28 522.5 530.2 530.2 67.6 2500 35.4
No4 100.1 201.2 3583 7864 2.26 475.0 477.5 477.5 60.7 2428 34.8
No7 100.1 202.2 3637 7863 2.29 517.0 523.6 523.6 66.6 2373 36.2




















No4 100.12 199.05 3567 7869 2.28 510.00 516.23 516.23 65.6 2330 36.55
No5 100.19 198.25 3542 7880 2.26 512.00 518.57 518.57 65.8 2320 35.12
No6 100.16 197.70 3519 7875 2.26 512.00 516.23 516.23 65.5 3505 27.21
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・材齢 119 日(試験体 F2 載荷後、試験体 F4 載荷前) 
表 2-7(c) コンクリート圧縮試験結果（材齢 119 日） 
 
 
図 2-17(c) 応力度-ひずみ関係（材齢 119 日） 
・材齢 150 日(試験体 F4 載荷後、試験体 F3 載荷前) 
表 2-7(d) コンクリート圧縮試験結果（材齢 150 日） 
 
 
図 2-17(d) 応力度-ひずみ関係（材齢 150 日） 
読取値 計測値 採用値
No1 100.12 199.33 3557 7873 2.27 508.0 514.6 514.6 65.4 2190 35.4
No2 100.24 199.20 3570 7892 2.27 492.0 492.5 492.5 62.4 2218 34.7
No3 100.23 199.56 3561 7890 2.26 510.0 518.2 518.2 65.7 2265 37.6



















No3 100.2 200.1 3593 7891 2.28 522.4 528.6 528.6 67.0 2533 35.4
No4 100.1 200.5 3572 7866 2.26 513.0 517.6 517.6 65.8 2503 35.0
No6 100.2 200.4 3570 7878 2.26 513.0 518.6 518.6 65.8 2413 35.3
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・材齢 150 日(試験体 F3 載荷後) 
表 2-7(e) コンクリート圧縮試験結果（材齢 169日） 
 
 
図 2-17(e) 応力度-ひずみ関係（材齢 169 日） 
 
 
図 2-18 コンクリートの圧縮強度-材齢関係 
（※材齢 28 日までのデータはアシス株式会社による試験結果） 
読取値 計測値 採用値
No1 100.1 199.9 3601 7877 2.29 543.9 547.3 547.3 69.5 2523 36.2
No2 100.1 201.0 3576 7867 2.26 510.3 513.2 513.2 65.2 2180 38.5
No3 99.4 200.2 3598 7761 2.32 529.0 535.9 535.9 69.1 2438 39.4
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(2) 割裂引張試験結果 
・材齢 62 日(試験体 F1 載荷前) 
表 2-8(a) コンクリート割裂引張試験結果（材齢 62 日） 
 
・材齢 93 日(試験体 F1 載荷後、試験体 F2 載荷前) 
表 2-8(b) コンクリート割裂引張試験結果（材齢 47 日） 
 
・材齢 119 日(試験体 F2 載荷後、試験体 F4 載荷前) 
表 2-8(c) コンクリート割裂引張試験結果（材齢 119 日） 
 
・材齢 150 日(試験体 F4 載荷後、試験体 F3 載荷前) 
表 2-8(d) コンクリート割裂引張試験結果（材齢 150 日） 
 

















No,2 100.0 202.8 7850.8 3600.9 2.26 128.5 4.03
No,5 100.1 202.7 7872.1 3617.8 2.27 107.2 3.36
No,6 100.0 202.8 7854.8 3609.7 2.27 94.1 2.95
















NO.1 100.1 201.63 3609.0 7871 2.27 161.8 5.10
NO.2 100.2 202.06 3596.4 7875 2.26 77.6 2.44
NO.3 100.1 201.64 3577.7 7863 2.25 149.4 4.72
NO.7 100.1 199.63 3529.5 7871 2.24 99.6 3.17
















No.4 100.2 199.50 7884.1 3580 2.28 92.6 2.95
No.5 100.1 200.93 7869.4 3568 2.26 132.0 4.18
No.6 100.1 199.19 7872.3 3578 2.28 143.0 4.57
















No1 100.1 201.4 7876.0 3588 2.26 87.2 2.75
No5 100.2 200.6 7880.4 3573 2.26 114.1 3.62
No7 100.2 200.1 7879.7 3559 2.26 159.1 5.05
平均 100.2 200.7 7878.7 3573 2.26 120.1 3.81
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図 2-19 コンクリートの割裂引張強度-材齢関係 
 
 





























F1 F2 F4 F3
F1 66.4 2404 35.7 3.66
F2 65.1 2277 35.9 3.88
F3 67.2 2426 36.8 3.81
F4 64.9 2287 35.8 3.88
平均 65.9 2348 36.0 3.81
62 67.1 2489 35.5 3.45
93 65.7 2325 35.8 3.86
119 64.5 2224 35.9 3.90
150 66.2 2483 35.2 3.81
169 67.9 2380 38.0 -
平均 66.3 2380 36.1 3.75
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2.3.2 鉄筋の材料特性 
 表 2-10 に鉄筋引張試験結果、図 2-20 に同試験の応力度-ひずみ関係、写真 2-5 に破断後の鉄筋
を示す。引張試験は油圧式万能試験機（前川試験機製作所製）で行った。引張荷重は試験機から
出力される電圧 から求め、ひずみはひ ずみゲージ  (D6:FLK-2-11-5LT, D10:YFLA-2-3LT, 
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e)見かけのヤング係数 
 降伏応力度の 1/3 の点と 2/3 の点を結ぶ直線の傾きとする。 
 
f)引張強さ 
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(1) D6(SD345) 
表 2-10(a) 鉄筋引張試験結果(D6,SD345) 
 
 
図 2-20(a) 応力度-ひずみ関係(D6,SD345) 
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(2) D10(SD295A) 
表 2-10(b) 鉄筋引張試験結果(D10,SD295A) 
 
 
図 2-20(b) 応力度-ひずみ関係(D10,SD295A) 
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(3) D16(SD490) 
表 2-10(c) 鉄筋引張試験結果(D16,SD490) 
 
 
図 2-20(c) 応力度-ひずみ関係(D16,SD490) 
 
 

























2- 44 - 
第 1 章 実験概要 
(4) D19(SD345) 
表 2-10(d) 鉄筋引張試験結果(D19,SD345) 
 
 
図 2-20(d) 応力度-ひずみ関係(D19,SD345) 
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表 2-12(a) 梁曲げ降伏耐力 
 
 









表 2-13(a) 梁曲げ終局耐力 
 
 






35mm 156.1 108.0 72.0
73mm 138.8 95.8 63.8
試験体名 引張側かぶり厚さ
試験体共通
軸力 曲げ降伏モーメント 柱せん断力 層せん断力
[kN] [kN・m] [kN] [kN]
0 92.5 64.0 64.0
420 140.5 97.2 97.2
840 181.8 125.8 125.8





35mm 170.0 117.6 78.4
73mm 143.3 98.8 65.9
試験体名 引張側かぶり厚さ
試験体共通
軸力 曲げ終局モーメント 柱せん断力 層せん断力
[kN] [kN・m] [kN] [kN]
0 111.7 77.3 77.3
420 161.1 111.5 111.5
840 203.0 140.5 140.5
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2.4.4 部材のせん断終局耐力 
(1) 梁せん断終局耐力 










：せん断スパン比（1 以下の時は 1 とし、3 以上の時には 3 とする。 
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(2) 柱せん断終局耐力 










：せん断スパン比（1 以下の時は 1 とし、3 以上の時には 3 とする。 
    なお𝑑𝑑は、断面の有効せいである。） 
𝜎𝜎𝑤𝑤𝑤𝑤：せん断補強筋の降伏強度(N/mm2) 
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2.4.5 接合部せん断終局耐力 
接合部せん断耐力は「靱性保証型耐震設計指針・同解説」[1]に従って計算した。 




  𝜅𝜅 = 1.0 十字形接合部 
  𝜅𝜅 = 0.7 ト形および T 形接合部 
  𝜅𝜅 = 0.4 L 形接合部 
𝜑𝜑：直交梁の有無による補正係数 
  𝜑𝜑 = 1.0 両側直交梁付き接合部の場合 
  𝜑𝜑 = 0.85 上記以外 
𝐹𝐹𝑗𝑗：接合部のせん断強度の基準値 
𝐹𝐹𝑗𝑗 = 0.8 × 𝜎𝜎𝐵𝐵0.7(N/mm2) 
𝜎𝜎𝐵𝐵：コンクリートの圧縮強度 
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2.4.6 接合部曲げ終局耐力 
 接合部曲げ終局耐力は楠原・塩原が提案する方法により計算した。ここでは上述の通り、基本









図 2-21 接合部曲げ変形モデル 
 
 



















2- 52 - 
第 1 章 実験概要 
 
表 2-16(a) F1 試験体接合部曲げ終局耐力 
 
表 2-16(b)  F2 試験体接合部曲げ終局耐力 
 
表 2-16(c)  F3 試験体接合部曲げ終局耐力 
 









西方向加力 840 93.80 89.43 95%








840 93.80 89.43 95%
420 84.75 83.49 99%
840 91.27 84.44 93%
420 81.28 76.44 94%
154 70.97 67.84 96%
420 78.59 74.01 94%
154 74.91 76.60 102%












840 93.80 89.43 95%
255 80.68 80.69 100%
840 91.27 84.44 93%
255 76.77 72.77 95%
0 66.33 63.93 96%
255 73.93 70.26 95%
0 70.73 73.48 104%












840 100.65 92.90 92%
420 91.60 86.82 95%
840 97.11 89.76 92%
420 87.12 81.44 93%
130 76.10 71.78 94%
420 84.43 78.76 93%
130 81.13 79.23 98%
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2.4.7 接合部せん断余裕度 



















接合部せん断耐力Vju 梁曲げ終局強度Qb 梁終局時接合部せん断力Vj 接合部せん断余裕度
[kN] [kN] [kN]
35mm 117.6 453.7 1.4
73mm 98.8 439.3 1.5
試験体名 引張側かぶり厚さ
試験体共通 650.8
表 2-18 各種耐力の算定結果 
 
F1 F2 F3 F4
（高軸力） 89.4 89.4 89.4 92.9
（長期軸力） (-) 83.5 80.7 86.8
（低軸力） 67.3 67.8 63.9 71.8
（長期軸力） (-) 74.0 70.3 78.8
（高軸力） (-) 84.4 84.4 89.8
（長期軸力） (-) 76.4 72.8 81.4
（低軸力） (-) 76.6 73.5 79.2
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(a) 試験体 F2 (b) 試験体 F3 
 
(c) 試験体 F4 
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2.4.9 計算による各加力地点の柱梁曲げ耐力比 
 図 2-24 に各加力地点における柱梁曲げ耐力比を示す。試験体 Z1 は 1.0 から 1.8、試験体 Z2







(a) 試験体 F1   
   
(b) 試験体 F2 (c) 試験体 F3 (d) 試験体 F4 



























































3- 1 - 
第 3 章 実験結果 
3.1 破壊性状 
 各試験体の層間変形角 1.5%終了時の損傷状況および最終破壊状況を写真 3-１に示す。また、破
壊イベント一覧を表 3-1 に示す。全試験体で梁曲げひび割れが層間変形角 0.25％で発生し，層間
変形角 1.0%で接合部に主対角ひび割れが発生した。常時軸力を変動させた試験体 F1 では層間変
形角 1.0%の負側第１サイクルで接合部に負側の主対角ひび割れが発生し，正側の斜めひび割れは
同じく 1.0％の正側第 3 サイクルで発生した。立体試験体の正側の主対角ひび割れは，南面接合部
について試験体 F3 では層間変形角 1.0%の地点 A において，F4 では同 1.0％の地点 B 地点にお
いて発生した。西面接合部については F3，F4 ともに層間変形角 1.0%の地点 D において発生し
た。試験体 F2 では正側主対角ひび割れが発生すると考えられる載荷径路において不具合があっ
たため，ひび割れ発生地点は特定できなかったが，F3 に比べて接合部横補強筋の多い F4 におい
て正側主対角ひび割れの発生が遅れた。負側の主対角ひび割れは，南面接合部についていずれの
立体試験体でも層間変形角 1.0%の地点 D において発生した。西面接合部については試験体 F3 が







本研究で作成した試験体ではいずれも柱主筋が座屈した。平面試験体 F1 では層間変形角 4.0%
第 4 サイクルにおいて西側の柱主筋が外側に大きくたわみ出した。立体試験体 F2 では層間変形
角 4.0%の地点 A から南北方向の層間変形角が 0.4％の時に，南面と西面の柱主筋が局所的に座屈




は層間変形角 3.0％地点 L において軸力増加中（軸力比 0.12）に接合部相対回転角が大きくなる
ことが，本実験において接合部崩壊と判断いてかぶりコンクリートの剥落およびコアコンクリー
トの圧壊に横補強筋のフックが抜け出し柱主筋の座屈が急激に進行した。試験体 F4 では層間変
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F1 +1.5% 2 回目ピーク F1 -1.5% 1 回目ピーク 
  
F1 +3.0% 2 回目ピーク F1 -3.0% 1 回目ピーク 
  
F1 +5.0% ピーク F1 -4.0% 1 回目ピーク 
  
F1 +5.0% ピーク（全体写真） F1 -4.0% 5 回目ピーク（全体写真） 
写真 3-1(a) F１試験体接合部の破壊状況 
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F2 1.5% 第一サイクル終了時 F2 3.0% 第一サイクル終了時 
  
F２最終破壊状況（4.0% 地点 A→B） F2 はつり後 
 
F２最終破壊状況（4.0% 地点 A→B 全体写真） 
写真 3-1(b) F2 試験体接合部の破壊状況 
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F3 1.5% 第一サイクル終了時 F3 3.0% 第一サイクル終了時 
  
F3 最終破壊状況（3.0% 地点 L→M） F3 はつり後 
 
F3 最終破壊状況（3.0% 地点 L→M 全体写真） 
写真 3-1(c) F3 試験体接合部の破壊状況 
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F4 1.5% 第１サイクル終了時 F4 3.0% 第１サイクル終了時 
  
F4 最終破壊状況（4.0% 第２サイクル終了時） F4 追加実験&はつり後 
 
F4 最終破壊状況（4.0% 第２サイクル終了時 全体写真） 
写真 3-1(d) F4 試験体接合部の破壊状況 
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図 3-1(c) ひび割れ状況（試験体 F3） 
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図 3-1(d) ひび割れ状況（試験体 F4） 
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図 3-1(d) ひび割れ状況（試験体 F4） 
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表-3-1(a) 試験体 F1 イベント一覧 
 
F1試験体
サイクル 地点 step 発生事象










1.5% -12加力中 1032 接合部負側斜めひび割れに沿ってかぶりコンクリートが浮き上がり
+16ピーク 1302 接合部正側斜めひび割れに沿ってかぶりコンクリートが浮き上がり
2.0% -20加力中 1599 破裂音を伴い南東柱主筋に沿ったひび割れが大きく拡大
-20ピーク 1608 東梁に多数のせん断ひび割れ発生
+21除荷 1652 接合部斜めひび割れに沿って縦のグリッド線のずれを確認
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表-3-1(b) 試験体 F2 イベント一覧 
 
F2試験体
サイクル 地点 step 発生事象








0.5% D 186 南面接合部に負側斜めひび割れ発生
E→F 209 西面接合部に負側斜めひび割れ発生
O 331 南面接合部で上端梁主筋プレートナットから正側斜めひび割れ発生








































3- 19 - 
第 3 章 実験結果 
  
表-3-1(c) 試験体 F3 イベント一覧 
 
F3試験体
サイクル 地点 step 発生事象
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表-3-1(d) 試験体 F4 イベント一覧 
 
試験体
サイクル 地点 step 発生事象
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3.2 復元力特性 
3.2.1 層せん断力-層間変形角関係 




の計算値，各鉄筋の降伏発生時を示す。なお，図 6，図 7 の接合部曲げ終局耐力計算値は高軸力
あるいは低軸力下における 1 方向加力状態のものである。そのため，2 方向加力時に柱梁接合部
が曲げ破壊したが（後述），各加力方向の実験値は接合部曲げ終局耐力計算値に達していない。 
 平面試験体 F1 はエネルギー吸収性能に乏しいスリップ型の履歴形状となった。立体試験体で
も平面試験体ほどではないが，全試験体においてスリップ性状を示した。 
 平面試験体 F1 は正側では梁曲げ終局耐力を 7%下回り，負側では接合部曲げ終局耐力を 6%下
回った。梁主筋は正側で層間変形角 0.7%，負側で 1.0％において降伏した。接合部横補強筋は層
間変形角-0.7%において，接合部に主対角ひび割れが発生すると同時に降伏した。立体試験体では





 試験体 F2 は正側では梁曲げ終局耐力を 1～2%下回り，負側では接合部曲げ終局耐力 11~19%下
回った。梁主筋は東西および南北方向においてそれぞれ正側で層間変形角 0.8％および 1.2%，負
側で-0.6%および-0.9％において降伏した。接合部横補強筋は加力操作の不具合により層間変形角
1.0%の地点 B において軸力が 0 となったため，その時に降伏した。南北層間変形角-0.84％では梁
フェース位置で柱主筋が引張降伏した。柱主筋は層間変形角 2.0％地点 A において西面の柱中段
筋が圧縮降伏した。 




1.5％の地点 L で軸力変動中に南西柱主筋が上端梁主筋位置で圧縮降伏した。 
 接合部横補強筋の多い試験体 F4 は，正側では梁曲げ終局耐力を 4~6%下回り，負側では接合部
曲げ終局耐力 1~12%下回った。梁主筋はそれぞれ正側で層間変形角 0.7%および 0.9%，負側で-0.6~-
0.9％において降伏した。接合部横補強筋は東西層間変形角-0.9%において降伏した。柱主筋は層間
変形角-0.7％で引張降伏し，層間変形角 2.0％地点 I から原点への除荷中に圧縮降伏した。  
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表-3-2(a) 試験体 F1 鉄筋降伏時の層せん断力・層間変形角 
 
表-3-2(b) 試験体 F2 鉄筋降伏時の層せん断力・層間変形角 
 
F1 地点 step 東西R(%) 東西層せん断力(kN)
西方向最大耐力 2.0%cycle1ピーク 1377 2.00 72.60
東方向最大耐力 -2.0%cycle1ピーク 1410 -1.93 -63.22
東梁主筋降伏（西） 1.0%cycle1加力中 522 0.66 55.63
東梁主筋降伏（東） -1.0%cycle1加力中 632 -0.96 -50.43
柱主筋降伏 -2.0%cycle1加力中 1406 -1.59 -60.82
柱主筋圧縮降伏 4.0%cycle2除荷中 2187 3.61 20.57
横補強筋降伏 -1.0%cycle1加力中 618 -0.66 -39.65
F2 地点 step 東西R(%) 東西層せん断力(kN) 南北R(%) 南北層せん断力(kN)
西方向最大耐力 1.5%A 662 1.50 77.50 -0.05 -6.39
東方向最大耐力 1.0%D 427 -0.99 -60.12 0.99 37.55
南方向最大耐力 1.5%B 678 1.50 62.72 1.50 64.51
北方向最大耐力 1.0%O 595 1.00 46.74 -1.00 -61.92
東梁主筋降伏（西） 1.0%原点→A 394 0.75 64.21 0.01 -2.70
東梁主筋降伏（東） 1.0%C→D 422 -0.59 -47.24 0.99 41.64
北梁主筋降伏（南） 1.0%A→B 401 0.99 54.33 1.18 55.33
北梁主筋降伏（北） 1.0%E→F 455 -1.00 -33.85 -0.92 -50.13
柱主筋降伏 1.0%E→F 454 -1.00 -34.55 -0.84 -47.44
柱主筋圧縮降伏 2.0%O→A 1026 0.85 24.17 -0.48 -7.69
横補強筋降伏(東西) 1.0%A→B 398 1.00 44.34 1.17 44.44
横補強筋降伏(南北) 1.0%A→B 398 1.00 44.34 1.17 44.44
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表-3-2(c) 試験体 F3 鉄筋降伏時の層せん断力・層間変形角 
 
表-3-2(d) 試験体 F4 鉄筋降伏時の層せん断力・層間変形角 
 
F3 地点 step 東西R(%) 東西層せん断力(kN) 南北R(%) 南北層せん断力(kN)
西方向最大耐力 1.5%A 1001 1.46 73.00 -0.01 -5.29
東方向最大耐力 1.5%D 1115 -1.47 -61.52 1.49 36.15
南方向最大耐力 1.5%A→B 1038 1.50 60.32 1.46 62.02
北方向最大耐力 1.5%O 1450 1.50 30.96 -1.47 -60.12
東梁主筋降伏（西） 1.0%原点→A 466 0.76 59.32 0.03 -2.60
東梁主筋降伏（東） 1.0%C→D 547 -0.72 -47.74 0.99 41.24
北梁主筋降伏（南） 1.0%A→B 492 1.00 62.02 0.80 50.03
北梁主筋降伏（北） 1.0%N→O 856 1.01 41.74 -0.87 -52.93
柱主筋降伏 1.0%E→F 601 -0.99 -34.25 -0.72 -40.35
柱主筋圧縮降伏 1.5%L→M 1404 1.27 54.93 1.52 33.66
横補強筋降伏(東西) 1.0%C→D 549 -0.80 -51.13 0.99 40.85
横補強筋降伏(南北) 1.0%C→D 537 -0.29 -29.96 0.99 44.94
F4 地点 step 東西R(%) 東西層せん断力(kN) 南北R(%) 南北層せん断力(kN)
西方向最大耐力 1.5%原点→A 932 1.43 73.70 -0.03 -5.99
東方向最大耐力 1.5%D 1050 -1.52 -66.91 1.50 44.44
南方向最大耐力 1.5%B 971 1.50 62.22 1.47 63.42
北方向最大耐力 1.5%G圧縮後 1152 -0.54 -5.79 -1.50 -67.31
東梁主筋降伏（西） 1.0%原点→A 427 0.71 57.92 0.02 -2.90
東梁主筋降伏（東） 1.0%C→D 503 -0.64 -50.63 0.99 49.43
北梁主筋降伏（南） 1.0%A→B 456 1.00 60.52 0.87 55.33
北梁主筋降伏（北） 1.0%E→F 561 -0.99 -38.55 -0.92 -53.73
柱主筋降伏 1.0%E→F 557 -0.99 -40.05 -0.76 -47.14
柱主筋圧縮降伏 2.0%I→O' 1884 1.67 22.17 -0.80 -1.90
横補強筋降伏(東西) 1.0%C→D 510 -0.93 -61.22 0.99 46.54
横補強筋降伏(南北) 1.0%E→F 558 -0.99 -39.45 -0.81 -48.24
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第 3 章 実験結果 
3.2.2 梁の復元力特性 









 (a-2) 東西層せん断力-東梁柱フェース断面回転関係 
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第 3 章 実験結果 
(2) 試験体 F2 
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第 3 章 実験結果 
 
(3) 試験体 F3 
  
(c-1)  東西層せん断力-東梁純たわみ関係 
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第 3 章 実験結果 
 
(4) 試験体 F4 
  
(d-1)  東西層せん断力-東梁純たわみ関係 
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(1) 試験体 F1 
 
 (a-1) 東西層せん断力-柱頭たわみ関係 
 
(a-2) 東西層せん断力-柱脚たわみ関係 
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第 3 章 実験結果 
 
(2) 試験体 F2 
  
(b-1) 東西層せん断力-柱頭たわみ関係 (b-2) 東西層せん断力-柱脚たわみ関係 
 
  
(b-3) 南北層せん断力-柱頭たわみ関係 (b-4) 南北層せん断力-柱脚たわみ関係 
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第 3 章 実験結果 
 
(3) 試験体 F3 
  
(c-1) 東西層せん断力-柱頭たわみ関係 (c-2) 東西層せん断力-柱脚たわみ関係 
 
  
(c-3) 南北層せん断力-柱頭たわみ関係 (c-4) 南北層せん断力-柱脚たわみ関係 





















































































3- 36 - 
第 3 章 実験結果 
 
(4) 試験体 F4 
  
(d-1) 東西層せん断力-柱頭たわみ関係 (d-2) 東西層せん断力-柱脚たわみ関係 
 
  
(d-3) 南北層せん断力-柱頭たわみ関係 (d-4) 南北層せん断力-柱脚たわみ関係 
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第 3 章 実験結果 
3.2.4 柱梁接合部の復元力特性 
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第 3 章 実験結果 
 
(c-1)  東西層せん断力-接合部せん断変形角関係 
 
(c-2)  南北層せん断力-接合部せん断変形角関係 
図 3-6(c) 層せん断力-接合部変形関係（試験体 F3） 
 
 
(d-1)  東西層せん断力-接合部せん断変形角関係 
 
(d-2)  南北層せん断力-接合部せん断変形角関係 
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第 3 章 実験結果 
3.3 ひずみ分布 
鉄筋降伏状況 
図 3-10~13 に各種鉄筋の降伏状況を示す。なお、2.3 節に示した鉄筋 D6（SD295A）の降伏ひ










図 3-10 鉄筋降伏状況（試験体 F1） 
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図 3-11 鉄筋降伏状況（試験体 F2） 
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図 3-11 鉄筋降伏状況（試験体 F2） 
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図 3-12 鉄筋降伏状況（試験体 F3） 
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図 3-13 鉄筋降伏状況（試験体 F4） 
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図 3-13 鉄筋降伏状況（試験体 F4） 
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第 3 章 実験結果 
3.4 層せん断力の二軸相関 






ため，層せん断力の描く軌跡は地点 A から左回りに推移する。 
層間変形角 0.5%では，柱梁接合部の損傷は少なかったため，変位保持方向での耐力はほとんど
低下せず，層せん断力の描く軌跡は矩形となった。ただし，試験体 F3 においては地点 F の耐力
が F2，F4 よりも小さくなっており，これは梁端治具をローラー支承で固定しており，軸力が変
わることにより柱の軸ひずみが変化することで生じる梁せん断力によるものである。 
層間変形角 1.0%では，地点 D でいずれの試験体も層せん断力の描く軌跡が接合部曲げ終局耐
力線の近くに位置した。このときいずれの試験体も南面の接合部に斜めひび割れが複数発生した。
1 方向加力地点から 2 方向加力地点に移動する時の方が，変位保持方向の耐力低下が大きくなる
傾向があるが，これは 2 方向加力時の方が接合部の曲げ終局耐力線に近づくためである。 
層間変形角 1.5%では正側で 1 方向加力状態の地点 A で東西方向の最大耐力を迎えるが，いず
れの試験体も接合部曲げ終局耐力には到達しなかった。地点 B に至るまでに東西層せん断力は
10kN 程度低下し，試験体 F2 および F3 での描く軌跡が接合部曲げ終局耐力線に到達し，F4 も
実験値は耐力線の近くに位置した。正側でも 2 方向加力時では接合部が曲げ破壊したと考える。
層間変形角 2.0%以降はいずれの試験体も軌跡の描く面積が減少し，耐力が低下した。 
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第 3 章 実験結果 
3.5 部分架構の変形成分割合 
 図 3-8 に層間変形に占める柱，梁および柱梁接合部の変形成分の算出方法、図 3-9 に層間変形
に占める柱，梁および柱梁接合部の変形成分を積み上げグラフとして示す。東西方向では 1 方向






 試験体 F1 では層間変形角 3.0%以降に接合部の変形が支配的となり，接合部に変形が集中した
ことで耐力が低下したと考えられる。特に柱主筋の座屈が発生した正側の層間変形角 4.0%時では
接合部の変形が全体の 8 割程度を占めている。 
 立体試験体では地点 A（西方向加力）において最大耐力となる層間変形角 1.5%までは梁の変形
が支配的であった。同 2.0%時では試験体 F2，F3 で接合部の変形成分が占める割合は 6 割程度で
あったが，F4 では 4 割程度であった。接合部横補強筋の増加により接合部の曲げ変形が抑制され
たと考える。地点 E'（東方向加力）においては層間変形角-1.5%までは梁の変形が支配的であっ
た。 












3- 53 - 





図 3-8(a) 測定変位 
 
図 3-8(b) 接合部曲げ変形の層間変位に対する寄与分 
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𝑏𝑏�                  (2) 
下柱（A）に対する接合部側柱フェース断面（B）の相対回転角 
𝜃𝜃3 = 𝜃𝜃2 − 𝜃𝜃1                                     (3) 
梁側柱フェース断面（B’）に対する上柱（C）の相対回転角 
𝜃𝜃4 =
(𝛿𝛿8 − 𝛿𝛿9) 𝑐𝑐�                                   (4) 
下柱（A）に対する上柱（C）の相対回転角 
𝜃𝜃5 = 𝜃𝜃2 + 𝜃𝜃4                                     (5) 
下柱（A）に対する上柱（C）の相対回転角による柱頭の水平変位 
𝛿𝛿𝑎𝑎 = 𝐻𝐻0 ∙ 𝜃𝜃5                                      (6) 
接合部変形による梁端の鉛直変位 
𝛿𝛿𝑏𝑏 = 𝐿𝐿0 ∙ 𝜃𝜃3                   (7) 
下柱（A）に対する上柱（C）の相対水平変位 
𝛿𝛿𝑐𝑐 = 𝛿𝛿10 − 𝑑𝑑 ∙ 𝜃𝜃2 −
(𝛿𝛿6 + 𝛿𝛿7)
2�            (8) 
接合部の変形による柱頭水平変位 
𝛿𝛿(𝑗𝑗) = 𝛿𝛿𝑎𝑎 + 𝛿𝛿𝑐𝑐 + 𝛿𝛿𝑏𝑏 ∙ 𝐻𝐻 𝐿𝐿�              (9) 
梁の変形による梁端鉛直変位 
𝛿𝛿𝑑𝑑 = 𝛿𝛿3 + (𝐿𝐿0 − 𝑑𝑑0) ∙ 𝜃𝜃1             (10) 
柱の変形による柱頭水平変位 
𝛿𝛿(𝑐𝑐) = 𝛿𝛿4 + 𝛿𝛿5                 (11) 
梁の変形による柱頭水平変位 











3- 55 - 
第 3 章 実験結果 
 
 
図 3-4 平面柱梁部分架構 F1 の変形成分割合 
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(2) 立体試験体 F2 
正側では最大耐力到達時の変形成分は 1 方向加力時では梁が支配的であるが、2 方向加力時で
は4 割程度を接合部の変形成分が占めた。負側でも1 方向加力時では梁が支配的であるのに対し、
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(3) 軸力変動幅が大きい試験体 F3 
正側では最大耐力到達時の接合部の変形成分は 1 方向加力時で 3 割程度であり、2 方向加力時
では 4 割程度を占めた。1 方向加力時の最大耐力は梁曲げ終局強度を 6%以上下回り、層せん断力
の二軸相関図より、2 方向加力時の最大耐力が接合部曲げ終局耐力線と一致した。以上より、正側
では接合部が曲げ降伏破壊したと判断した。 
負側では 1 方向加力時では梁が支配的であるのに対し、2 方向加力時では接合部と梁の変形成




(4) 接合部横補強筋量が多い試験体 F4 
正側では最大耐力到達時の変形成分は 1 方向加力時では梁が支配的であり、2 方向加力時では
2 割程度を接合部の変形成分が占めた。1 方向加力時の最大耐力は梁曲げ終局強度を 6%下回った。
層せん断力の二軸相関図より、2 方向加力時の最大耐力が接合部曲げ終局耐力線の近くに位置し
た。以上より、正側では接合部が曲げ降伏破壊したと判断した。 
負側では層間変形角 1.0%の地点 D において梁曲げ終局耐力および接合部曲げ終局耐力の計算
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体には不具合があり、層間変形角 1.0％の地点 A から B までの間は計測不良により測定できなか
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(b-1) 西方向 (b-2) 東方向 
  
(b-3) 南方向 (b-4) 北方向 
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第 4 章 実験結果の分析 
4.1.2 ベクトル和による層せん断力-層間変形角関係 
図 4-2 にベクトル和による層せん断力-層間変形角関係を示す。正側では加力地点の原点から地
点 C まで，負側では地点 C から地点 G までにおいて，2 方向の層せん断力と層間変形角をベクト
ルに合成した履歴の包絡線である。図中に示す一点破線は 2 方向加力時の接合部曲げ終局耐力の
ベクトル和であり，1 方向加力時の接合部曲げ終局耐力を楕円で結んだ線と，図 11 における矩形
の梁曲げ終局耐力線の角と原点を結ぶ直線の交点として算出したものである。正側では層間変形
角 1.5%地点 B で各試験体とも接合部曲げ終局耐力に到達している。負側の接合部曲げ終局耐力
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水平力 = P + N sin𝜃𝜃 
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第 4 章 実験結果の分析 
4.2 接合部の崩壊機構 
4.2.1 破壊性状からみる接合部の崩壊過程 
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(a-1) R=5%ピーク (a-2) R=5%ピーク (a-3) R=5%ピーク 
   
(a-4) 斫り後 (a-5) 斫り後 (a-6) 斫り後 
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(b-1)  (b-2)  
   
(b-3) 南面 (b-4) 西面 (b-5)  
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(c-1) 崩壊直後 (c-2) 
   
(c-3) 南面 (c-4) 西面 (c-5) 
  
(c-6) 135°フックの分解 (c-7)  
写真 4-1(c) 接合部の崩壊状況（試験体 F3） 
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(d-1) 軸圧縮試験中 (d-2) 
   
(d-3) 南面 (d-4) 西面 (d-5) 
  
(d-6) 135°フックの分解 (d-7) 
写真 4-1(d) 接合部の崩壊状況（試験体 F4） 
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4.2.2 柱端回転角の推移 
図 4-4 に上柱と下柱それぞれの梁に対する柱相対回転角-層間変形角関係を示す。これを見ると、
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(a) 東西方向柱端回転角および北面鉛直変位（試験体 F1） 
 
(b-1) 東西方向柱端回転角および南面鉛直変位（試験体 F3） 
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(c-1) 東西方向柱端回転角および南面鉛直変位（試験体 F3） 
 
(c-2) 南北方向柱端回転角および西面鉛直変位（試験体 F3） 
 
(d-1) 東西方向柱端回転角および南面鉛直変位（試験体 F4） 
 
(d-2) 南北方向柱端回転角および西面鉛直変位（試験体 F4） 
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4.3 接合部崩壊時の変形性能 
図 4-7 に接合部崩壊の発生点の分布を示した。縦軸に累積層間変位，横軸に接合部崩壊時圧縮
軸力をとって，本研究で実施した F シリーズに加え，既往研究における K シリーズ[8]および Z シ
リーズ[9]の試験体の分布を示している。損傷状況から接合部が崩壊しなかった試験体については，
加力終了時の累積層間変位を採用した。接合部崩壊は等しい条件の場合，層間変位および圧縮軸
力の増大により発生しやすくなると考えられ，試験体 Z1 および Z2 と比べて軸力比が大きい F2，
F3，F4 では接合部が崩壊した。試験体 K1 および F1 は平面試験体であるが，累積層間変位が崩
壊した立体試験体と同程度の場合でも崩壊することはなく，2 方向加力を受ける場合の方がより










































































(2) 立体試験体 F2 および軸力変動幅が大きい試験体 F3 では負側の 2 方向加力時に接合部内の
柱・梁主筋および横補強筋が降伏したことから接合部が曲げ降伏破壊したと考える。その後、試
験体 F2 では層間変形角 4.0%の正側で 2 方向加力中に出隅部の接合部内柱主筋の上部と、梁の取




(3) 接合部横補強筋量が多い試験体 F4 では、試験体 F2 および F3 と比較すると接合部の変形
増大は抑制されたが、最終的には負側の 2 方向加力時に接合部曲げ降伏破壊が発生したと考える。
層間変形角 4.0%の正側 2 方向加力時に出隅部の接合部内柱主筋が座屈したがその後も軸力を保
持し続け、水平 2 方向で除荷後に軸圧縮試験を行ったところ軸力比 0.08 で接合部横補強筋のフッ
クがほどけ柱主筋の座屈が急激に進行した。 
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